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電力広域的運営推進機関 

  



１．件名 

電力広域的運営推進機関の第二事務所の賃貸借 

 

２．提案募集の対象 

主に以下のスペースが必要となると想定。 

・役職員の執務室 

・モニタールーム 

・会議室 

・サーバ室（通信機械室） 

 

３．契約条件 

以下を必須の要件とする。 

・契約は原則として定期建物賃貸借契約とする。ただし、１０年間の契約とし、期間満了の約６ヶ月前に 

双方協議にて本契約満了の日の翌日を始期とする新たな賃貸借契約を締結することが可能であること。 

  ・原則として契約期間中に賃料・共益費の増額がないこと。 

  ・応札から契約決定まで建物を確保できること。 

    

４．物件の要件 

４．１面積 

   現時点で想定される監視盤等の規模から、サーバ室（通信機械室）設置のために必要となる設置スペー

スについて、以下表１のとおり必須面積と積載荷重を算出。最低限確保すべき要件とする。 

表１：面積と積載荷重の要件（必須要件） 

箇所 必須面積 積載荷重 

サーバ室（通信機械室） 

※サーバ室専用個別空調が設置 

 可能なこと。 

１４㎡程度 

 

・１９インチラック*４２Ｕ自立架タイ

プ３架+前後保守スペース  

・Ｗ７００*Ｄ１０５０*Ｈ２０００相

当品 

・天井高ＦＬ２５００ｍｍ程度確保 

・ＧＬ－ＦＬ間１００～２５０ｍｍ程

度確保 

４，９００Ｎ／㎡以上 

 

・１９インチラック１架あたり最大搭

載８００kg 想定 

    

   執務室の面積の算出根拠となる本機関の要員数については約５０名とする。さらに執務室の他に理事

室と会議室が必要となる。 

表２：執務室、会議室の目安 

箇所 想定 

モニタールーム 監視できる専用スペース×３室（１室：３５㎡程度） 

執務室 約５０人の事務職員が執務できるスペース×１室（２００㎡以上） 

理事室 理事等が執務できるスペース×２室（４０㎡程度） 

理事応接室 理事が応接できるスペース×１室（４５㎡程度） 

会議室 ２６名程度収容可能な会議室×３室 

（１室：５５㎡程度） 

    

   表２の面積と執務室及び共用スペースの面積を合計し６００㎡を目安とする。ただし、廊下等の共用部

の面積はレイアウト次第であることから、表１の要件を満たすことを必須要件とし、８００㎡以上１，５

００㎡以下して提案を募集する。 

   なお、共用スペースついては喫煙所の設置を必須の要件とし、給湯室の設置を任意の要件とする。 

また、４．３電源供給に記載のある非常用発電機の設置スペースは、上記の面積の目安に含まれていな



いため、入居者にて設置が必要な場合には、それに必要なスペースが提供可能であることに留意すること。 

 

４．２本拠地の形態 

表３：システムを設置する場合の要件（追加的確認事項） 

箇所 必須要件 積載荷重 

サーバ室（通信機械室） ①電源・通信系統引込床下２箇所 

・フリーアクセスフロア下 

②19 インチラック用架台の設置 
※１ 

※１：建物スラブへのアンカー打

設固定が可能なこと 

 

 

各部屋共通 ①無線ＬＡＮ用アンテナ設置※２ 

②広域機関用ＰＨＳアンテナ設置
※２ 

③サーバ室から各種アンテナへの

配線※３ 

※２各種アンテナ設置について

は、天井面固定設置もしくは柱な

らびに壁面化粧板への設置が可能

なこと。 

※３各種アンテナへの配線工事に

ついては広域機関工事にて施工可

能なこと。（天井裏配線の除く） 

 

４．３電源供給 

 以下を必須の要件とする。 

 ・非常用発電機及び無停電電源装置が設置されていること（もしくは設置可能であること。）。非常用発電機

及び無停電電源装置は、通常想定される降雨や、中央防災会議・自治体等の公的機関が想定する洪水等の

発生時において、設置場所への浸水が発生しないような対策がとられているなど、水密性が確保されてい

ること。なお、非常用発電機の容量は２５kVA 以上とする（ビル共用設備も可とするが、本機関が使用す

る容量は優先的に確保可能であること）。 

 ・ＵＰＳ等の無停電装置の設置が可能であること。 

 ・非常用発電機は、機内に貯蔵した燃料により。上記容量の１００％出力で４８時間以上の連続運転が可能

なこと。 

 ・商用電源が複数回線引き込まれていること。具体的には本線、予備線、または、２回線スポットネットワ

ークのいずれかの契約（もしくはこれからを上回る回線数の契約）があること。 

 ・多重化などにより、ビル側の電気設備事故時においても電力供給が停止しないこと。 

 

表４：システムを設置する場合の電源要件（追加的確認事項） 

箇所 必須要件 その他 

サーバ室（通信機械室） 電源系統（１０KVA*２系統） ※異なる系統からの供給とする 

 

４．４建物 

 以下を必須の要件とする。 

 ・新耐震基準を満たしていること。 

 ・表２の要件を満たしていること。 

 ・中央防災会議・自治体等の公的機関が想定する自然災害への防災対策が実施ずみであること。 

 ・建物内に駐車場があり，以下の車両の駐車が可能であること。 

  国産車（セダン：排気量２５００cc 以上）：１台 

 以下を任意の要件とする。 

 ・建物周辺８００ｍ以内に公共機関（警察署、消防署、病院、郵便局等）や日用品や食料を購入できる小売

店があること 

 ・建物内に大規模な貸し会議室やシェアオフィスが併設されていること 

 

４．５通信 

 以下を必須の要件とする。 

・２０２１年３月時点において一般電気事業者または、通信事業者保有の洞道・管路が当該建物に接続され



ていること（全て地中引込であること。架空引き込みでは無いこと。）。また、引き込み経路、キャリアの

冗長性が担保されていること。 

・候補地ビルとして、通信事業者回線契約に縛りがなく、自由な通信事業者選択が可能なこと。 

 ・２０２１年３月時点においてマイクロ波無線回線用空中線支持物（風速６０ｍ／秒の風圧荷重に耐えられ

るもの）がビル屋上等の構造物に取付可能であること。 

なお、引込洞道・管路が不明な場合は、本機関にて関係事業者に確認するため、要件の適合性に関する説

明書（別紙３）に当該建物ビル名・住所を記載し、事前に本機関担当者まで連絡すること。 

 本入札にあたっての要件は上記のとおりとなるが、実際に必要な通信回線を構築できるか否かを判断する

ために、関係事業者の技術検討が必要となる。本仕様書の要件に適合していることが確認でき次第、応札者

に連絡のうえ、本機関担当者にて関係事業者と調整する。 

 

４．６工事開始時期 

  本機関第二事務所の業務開始は２０２１年１０月１日を予定しているが、サーバー室への機器搬入・据付

を２０２１年８月１日に開始できることが必要となるため、これを本入札の要件とする。 

  

４．７セキュリティ 

以下を必須の要件とする。 

 ・専有部としてテナント独自の警備システムを導入することが可能なこと。 

 ・建物全体としての独自のセキュリティカードがある場合には、他事務所との併用において、制限がかかっ

ていないこと。 

以下を任意の要件とする。 

 ・建物独自のセキュリティが設置（例：フラッパーゲート）されていることや、建物全体として来訪者が受

付手続きを行ったうえでなければ入館できないようなセキュリティが望ましい。 

 

４．８地域 

  本機関は、関係者（会員等）を集め調整を行う業務があるとともに、多数の会議を開催する必要があるた

め、参集しやすい場所とする。また、災害発生時など非常時に国と密に連携をする必要があり、これらを踏

まえ、対象地域は東京都中心部とする。具体的には東京駅から直線距離で３㎞以内程度であることを要件と

する。 

  

５．その他 

契約期間内において、本機関が必要と認めるときは、本仕様及びその他の条件を変更することがある。変 

更する場合については、双方協議のうえ書面により変更の内容や必要な措置等を定めるものとする。 

 

以上 


